Legal GPT｜法務・総務のための社内研修資料20選（第20回・最終回）	研修実施ガイド
インサイダー取引防止研修（第20回・最終回）｜研修実施ガイド
インサイダー取引防止研修 実施ガイド
企画・運営担当者のための準備・運用・自社化の手引き
対象：人事・総務・法務・コンプライアンス・研修事務局ほか
法令・制度基準日：2026年6月18日
	このガイドの前提
1. 本研修資料は、自社ルールの補充を前提とした汎用ひな形です。そのまま使うのではなく、自社の規程・窓口・事例に合わせて調整してください。
1. インサイダー取引該当性・売買可否・情報伝達/取引推奨該当性を自動判定する資料ではありません。最終判断は自社規程と担当部門・必要に応じ専門家によります。
1. 本研修だけでインサイダー取引防止体制が完成するわけではありません。



1．研修の目的・対象・所要時間
目的
未公表の重要事実を知ったときに、売買・伝達・推奨をせず、記録し、相談・報告する行動を全社に定着させること。社員の投資を一律に禁止するものではありません。
主な対象
1. 全社員・管理職・役員、上場会社・上場会社グループの役職員。
1. 経営企画・IR・経理・財務・法務・総務・コンプライアンス、M&A・投資・事業開発・アライアンス担当。
1. 営業・購買・調達・取引先管理、広報・PR・広告・制作・印刷・Web・情報システム、人事・秘書・役員室・グループ会社管理担当。
1. 決算・業績修正・重要契約・訴訟・不祥事・事故・サイバー攻撃等の情報に接し得る社員。必要に応じ派遣・委託・顧問・外部専門家・グループ会社担当。
所要時間
標準45〜55分。ケース討議や未公表情報接触時チェックシート演習を加える場合は70〜80分（講師台本末尾の拡張方法を参照）。
2．他回との役割分担
	回
	中心テーマ
	本話との違い

	第13話
	営業秘密・機密情報管理
	情報の持出し・漏えい・秘密管理が中心。本話は、その情報を使った売買・伝達・推奨が中心。

	第15話
	利益相反
	副業・親族会社・取引先との利害が中心。本話は、未公表情報に基づく売買・家族名義・伝達が中心。

	第19話
	契約書（締結権限・押印・電子契約）
	契約手続が中心。本話は、重要契約・M&A等の情報が重要事実・公開買付け等事実になり得る点が中心。

	第11/12話
	生成AI／SNS利用
	本話は、未公表の重要情報・法人関係情報をAI・SNS・チャットへ出さない点に絞って接続。


3．事前準備
1. 別添スライド（36枚）・講師台本・確認テスト・解答解説・ハンドブック・チェックリスト・初動対応ツールキット・ケースワークブックを確認する。
1. 自社の規程・窓口・事例に合わせて、スライドとケースを調整する（次項参照）。
1. 講師が「言ってはいけない説明」（第7項）を事前に共有する。
1. 確認テストの実施方法（その場記入／オンライン）と、解答のフィードバック方法を決める。
4．自社規程・運用との整合確認
次の規程・運用を確認し、研修内容と齟齬がないか点検してください（自社に存在するもののみ）。
1. インサイダー取引防止規程
1. 役職員株式売買管理規程
1. 自社株売買の事前届出・承認フロー
1. ブラックアウト期間の運用
1. 持株会運用ルール
1. ストックオプション・役員報酬株式の管理
1. 知る前契約・計画の管理
1. 法人関係情報管理規程
1. 重要事実・適時開示の管理フロー
1. M&A・業務提携・重要契約の情報管理
1. 公開買付け情報の管理
1. 情報伝達・取引推奨防止ルール
1. SNS・チャット・生成AI利用ルール
1. 秘密情報・個人情報・情報セキュリティルール
1. 文書保存・証拠保全ルール
1. 内部通報規程
5．エスカレーション・相談基準
次の場合は、現場で判断せず、定められたルートでエスカレーションしてください。
1. 証券取引等監視委員会・金融庁・取引所からの照会・調査等があった場合。
1. インサイダー取引やその疑い、情報伝達・取引推奨の疑いが発見された場合。
1. 法人関係情報の漏えい・共有範囲逸脱が疑われる場合。
法務・総務・IR・経理・財務・コンプライアンス・情報システム・経営層への相談基準を、自社の実態に合わせて明確にしてください。
	研修中に実際の相談が出た場合
研修中に、実際のインサイダー取引やその疑いに関する相談が出た場合は、その場で結論を出さず、個別に担当部門へつないでください。全体の場で具体的な銘柄名・案件名を扱わないよう配慮します。


6．ケースの自社化
1. 自社の業種・主要取引先業界・よく使うチャットツール・実際の承認フローに合わせてケースを差し替えると効果的。
1. 差替えの際も、実在企業名・銘柄名・取引先名・個人名をそのまま使わない。
1. 差し替えても、「重要事実該当性・売買可否を断定しない」「最終判断は担当部門」という姿勢は維持する。
7．講師が言ってはいけない説明
次のような説明は誤りです。研修中に用いないでください。
1. インサイダー取引は役員だけの問題である。
1. 対象は自社株だけである。
1. 家族名義・知人名義なら問題ない。
1. 少額・1回・利益なしなら問題ない。
1. 未公表情報を伝えるだけ・「買え」と言わなければ問題ない。
1. 会社名をぼかせばSNS・投資コミュニティで話してよい。
1. 生成AIに未公表情報を入れても外部公表ではないから問題ない。
1. 持株会・ストックオプション・知る前契約/計画なら常に安全。
1. 公表されたかどうかをSNS・ニュースだけで現場判断してよい。
1. 情報受領者は処罰の対象にならない。
1. 重要事実該当性・公表該当性・売買可否・情報伝達/取引推奨該当性を現場やAIが最終判断してよい。
1. この研修だけでインサイダー取引防止体制が完全に整う。
8．受講記録・テスト・フォロー・版管理
受講記録・確認テスト管理
1. 受講者・受講日・確認テストの結果を記録する。
1. 解答は受講者へフィードバックし、誤答の多い論点は補足する。
欠席者フォロー・再研修の目安
1. 欠席者には資料配付＋確認テストでフォローする。
1. 規程改定・法改正・重大事案の発生時、また年1回程度を目安に再研修を検討する。
資料の版管理
1. 配付資料に版数・基準日を明記し、改定履歴を管理する。
1. 自社化した資料は、原版と区別して保管する。


9．自社用カスタマイズチェックリスト
公開・配付前に、次を確認してください。
1. 表紙に自社名・実施日・講師名を入れたか。
1. スライド34（行動原則・自社相談先）に、自社の実際の相談窓口を記入したか。
1. ハンドブック・チェックリスト・初動対応ツールキットの【要自社記入】窓口を埋めたか。
1. 自社の規程名（売買管理規程・情報管理規程・内部通報規程等）に置き換えたか。
1. ブラックアウト期間・事前届出/承認フローを自社の運用に合わせたか。
1. 持株会・ストックオプション・知る前計画の自社の取扱いを反映したか。
1. ケースを自社の業種・部門に合わせて調整したか（実在名は使わない）。
1. 確認テストの実施・採点・フィードバック方法を決めたか。
1. 「言ってはいけない説明」を講師と共有したか。
1. 資料に版数・基準日を明記したか。

	最後に
研修のゴールは、テストの点数ではなく、「未公表で重要そうな情報を知ったら、売買・伝達・推奨をせず、消さず、すぐ相談・報告する」という行動が根づくことです。シリーズ最終回として、全20回で培った『迷ったら独断せず相談する』姿勢の総仕上げと位置づけてください。


法令・制度基準日：2026年6月18日		本資料は自社ルールの補充を前提とした汎用ひな形です
